
岩手県訓令第 23号 

                                                     知事部局 

                                                労働委員会事務局  

 職員の職務発明等に関する規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

  平成 18 年３月 31日 

                                           岩手県知事 増 田 寛 也 

   職員の職務発明等に関する規程の一部を改正する訓令 

 職員の職務発明等に関する規程（昭和 53年岩手県訓令第 18号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、職員（県立の大学の学長、副学長、教授、

助教授、講師及び助手を除く。以下同じ。）がした発明等の取

扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

 (１) 発明等 特許法（昭和 34 年法律第 121 号）第２条第１

項に規定する発明（以下「発明」という。）、実用新案法（昭

和 34 年法律第 123 号）第２条第１項に規定する考案（以下

「考案」という。）、意匠法（昭和 34 年法律第 125 号）第２

条第 1 項に規定する意匠（以下「意匠」という。）の創作及

び種苗法（昭和 22 年法律第 115 号）第７条第１項に規定す

る品種の育成（以下「品種の育成」という。）をいう。 

 

(２)～(４) ［略］ 

（権利等の承継） 

第３条 県は、勤務発明について、この訓令の定めるところによ

り、特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録

を受ける権利若しくは品種の登録を受ける地位（以下「特許を

受ける権利等」という。）又は特許権、実用新案権、意匠権若

しくは登録品種に関する地位（以下「特許権等」という。）を

承継することができる。 

（届出） 

第４条 職員は、勤務発明をしたときは、速やかに、勤務発明届

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、所属長を経由して

知事に届け出なければならない。 

 (１) 発明等をするに至った経過を詳細に記載した経過報告

書 

(２) ［略］ 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、職員がした発明等の取扱いに関し必要な事

項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当

該各号に定めるところによる。 

(１) 発明等 特許法（昭和 34 年法律第 121 号）第２条第１

項に規定する発明（以下「発明」という。）、実用新案法（昭

和 34 年法律第 123 号）第２条第１項に規定する考案（以下

「考案」という。）、意匠法（昭和 34 年法律第 125 号）第２

条第 1 項に規定する意匠（以下「意匠」という。）の創作及

び種苗法（平成 10年法律第 83号）第３条第１項各号に掲げ

る要件を備えた品種の育成（以下「品種の育成」という。）

をいう。 

(２)～(４) ［略］ 

（権利等の承継） 

第３条 県は、勤務発明について、この訓令の定めるところによ

り、特許を受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録

を受ける権利若しくは品種の登録を受ける権利（以下「特許を

受ける権利等」という。）又は特許権、実用新案権、意匠権若

しくは育成者権（以下「特許権等」という。）を承継すること

ができる。 

（届出） 

第４条 職員は、勤務発明をしたときは、速やかに、勤務発明届

（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、所属長を経由して

知事に届け出なければならない。 

 (１) 発明等をするに至った経過及び行政上又は産業上の利

用可能性の有無を詳細に記載した経過等報告書 

 (２) ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 



（特許出願等） 

第７条 知事は、前２条の規定により県が特許を受ける権利等を

承継すると決定した場合は、直ちに、当該決定に係る勤務発明

について、特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願又は品

種登録出願（以下「特許出願等」という。）を行う。ただし、

特に必要があると認めるときは、特許を受ける権利等又は特許

権等を第三者に譲渡することがある。 

２ ［略］ 

（実施補償金） 

第 11 条 知事は、県が承継した特許を受ける権利等又は特許権

等の運用又は譲渡により収入を得たときは、毎年１月１日から

12月31日までの間の収入額を次の各号に掲げる金額に区分し、

それぞれの金額に順次に当該各号に定める割合を乗じて得た

額の合計額に相当する金額の実施補償金を支払う。 

(１) 100 万円以下の金額 100 分の 50 

 (２) 100 万円を超える金額 100 分の 25 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 知事は、前項第２号の割合を適用することが適当でないと認

める特別の事情があるときは、第 16 条に規定する審査会の議

を経て、それぞれの割合の範囲内において別の割合を定めるこ

とがある。 

３ ［略］ 

（特許出願等） 

第７条 知事は、前２条の規定により県が特許を受ける権利等を

承継すると決定した場合は、直ちに、当該決定に係る勤務発明

について、特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願又は品

種登録出願（以下「特許出願等」という。）を行う。ただし、

特に必要があると認めるときは、特許出願等を行う前に当該特

許を受ける権利等を第三者に譲渡することがある。 

２ ［略］ 

（実施補償金） 

第 11 条 知事は、県が承継した特許を受ける権利等又は特許権

等の運用又は譲渡により収入を得たときは、当該特許を受ける

権利等又は特許権等に係る発明者に対し、毎年度の収入実績に

応じ、翌年度の５月 31 日までに次に定めるところにより実施

補償金を支払う。 

 (１) 県が特許を受ける権利等又は特許権等に係る発明等の

実施を許諾して収入を得たときは、当該収入の金額を次に

掲げる金額に区分し、それぞれの金額に順次に当該区分に

対応する割合を乗じて得た金額の合計額に相当する金額

   ア 30 万円以下の金額 100 分の 30 

   イ 30 万円を超え 50万円以下の金額 100 分の 20 

   ウ 50 万円を超え 100 万円以下の金額 100 分の 10 

   エ 100 万円を超える金額 100 分の 5 

 (２) 県が特許を受ける権利等又は特許権等を譲渡して収入

を得たときは、当該収入の金額の 100 分の 30 に相当する

金額 

２ 知事は、前項第１号エ又は第２号の割合を適用することが適

当でないと認める特別の事情があるときは、第 16 条に規定す

る審査会の議を経て、それぞれの割合の範囲内において別の割

合を定めることがある。 

３ ［略］ 

（退職し、又は死亡したときの補償金等） 

第 14条 ［略］ 

 

 

 

（異議の申立て） 

第15条 ［略］ 

（退職し、又は死亡したときの補償金等） 

第 14条 ［略］ 

２ 前項の規定により退職した後も補償金の支払を受ける発明

者は、退職するときは、知事に対して、その連絡先を届け出な

ければならない。 

（異議の申立て） 

第 15条 ［略］ 

２ 知事は、前項の申立てを受けたときは、その異議の内容を検

討するに当たっては、発明者に意見を述べる機会を与えなけれ

ばならない。 



２ 知事は、前項の申立てを受けたときは、当該申立てに対する

決定を行い、当該申立てを受けた日の翌日から起算して１月以

内に、その結果を当該申立てをした発明者に対し通知する。

（組織） 

第 17条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 委員は、産業振興課新産業・技術担当課長（品種の育成にあ

っては、農林水産企画室企画担当課長）、人事課人財組織改革担

当課長、予算調製課予算担当課長、管財課管理担当課長及び所属

長をもって充てる。 

様式第１号（第４条関係） 

 ［略］ 

１ ［略］ 

２ 意見、希望等 

職務発明 

かどうか 

権利の承継

に関する希

望 

持 分 備 考 

    

備考１ 持分の欄は、共同の発明等の場合のみ記載してくだ

さい。 

   ２ 関係書類として、発明等をするに至った経過を詳細

に記載した経過報告書並びに発明及び考案にあって

は明細書及び図面、意匠の創作にあっては説明書、図

面及び写真を添付してください。 

 

（Ａ４）

 

３ 知事は、第 1項の申立てを受けたときは、当該申立てに対す

る決定を行い、当該申立てを受けた日の翌日から起算して１月

以内に、その結果を当該申立てをした発明者に対し通知する。

（組織） 

第 17条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 委員は、産業創出担当課長（品種の育成にあっては、農林水

産企画室企画担当課長）、人財給与担当課長、予算調製課予算

担当課長、管財課管理担当課長及び所属長（第 16 条第１号に

関することを除く。）をもって充てる。 

様式第１号（第４条関係） 

 ［略］ 

１ ［略］ 

２ 意見、希望等 

持分等 

職務発明

かどうか 

権利の承継

に関する希

望 

職 員

の 持

分 

職 員 以 外

の 共 同 の

発 明 等 を

し た 者 の

氏 名 及 び

持分 

備 考 

    

備考１ 持分等の欄は、共同の発明等の場合のみ記載してく

ださい。 

   ２ 関係書類として、発明等をするに至った経過及び行

政上又は産業上の利用可能性の有無を詳細に記載し

た経過等報告書を詳細に記載した経過報告書並びに

発明及び考案にあっては明細書及び図面、意匠の創作

にあっては説明書、図面及び写真を添付してくださ

い。 

（Ａ４）

 

  

  

   

 

 

 

 

 



様式第２号（第４条関係） 

 ［略］ 

職務発明

かどうか 

権利の承継に

関する意見 
持 分 備 考 

    

 備考１ ［略］ 

   ２ 持分の欄は、共同の発明等の場合のみ記載してく 

ださい。 

                    （Ａ４） 

様式第２号（第４条関係） 

 ［略］ 

持分等 

職務発明

かどうか 

権利の承継

に関する希

望 

職 員

の 持

分 

職 員 以 外

の 共 同 の

発 明 等 を

し た 者 の

氏 名 及 び

持分 

備 考 

    

 備考１ ［略］  

   ２ 持分等の欄は、共同の発明等の場合のみ記載して 

ください。 
                        （Ａ４）

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

１ この訓令は、平成 18年４月１日から施行する。 

２ この訓令による改正後の職員の職務発明等に関する規程第 11条第１項及び第２項の規定は、この訓令の施行の日以後に特許を 

受ける権利、実用新案登録を受ける権利、意匠登録を受ける権利若しくは品種の登録を受ける権利又は特許権、実用新案権、意 

匠権若しくは育成者権の運用、又は譲渡により得た収入に係る実施補償金に対して適用し、同日前に特許を受ける権利、実用新 

案登録を受ける権利、意匠登録を受ける権利若しくは品種の登録を受ける地位又は特許権、実用新案権、意匠権若しくは登録品 

種に関する地位の運用、又は譲渡により得た収入に係る実施補償金については、なお従前の例による。 
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